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平成 24年度 本庄市当初予算(案)概要 

１． 予算編成の基本的考え方 
本市を取り巻く財政状況は、東日本大震災による影響や世界経済の動向などにより先

行きに不透明感があり予断を許さない状況にあります。 
こうした中、本市においては、民生関係経費や老朽化している公共施設等の維持など

に係る経費の増大に対し、自主財源である市税収入が伸び悩みの状況であり、依存財源

である国からの地方交付税や臨時財政対策債に大きく頼らざるを得ない状況にあります。 
このように、依存財源に頼って成り立っている本市の財政状況は、極めて脆弱である

ことを強く認識し、今後の財政運営を行っていく必要があると考えます。 
平成２４年度の予算編成は、このような状況を踏まえ、本庄市総合振興計画の基本構

想に掲げられた将来像【あなたが活かす、みんなで育む、安全と安心のまち 本庄 ～

世のため、後のため～】の実現に向けて、各政策分野（健康福祉・市民生活・教育文化

・経済環境・都市基盤・行財政経営）のそれぞれの課題に、限られた財源を効果的・効

率的に配分し取り組んでいくこととしました。 
なお、財政の健全化については、真に必要な事業は、市にとって有利な合併特例債の

有効活用を図りつつも、市債の借入と返済のバランスを考慮し、引き続き市債への依存

の抑制に取り組むこととしました。 
 

2．予算規模 

 

※企業会計（水道事業会計）の予算額は、収益的支出額、資本的支出額の合計額を記載しています。 

  

（単位：千円）

会計別
平成２４年度
予算額（Ａ）

平成２３年度
予算額（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

伸率
（%）

一般会計 24,208,000 25,078,000 △ 870,000 △ 3.5

特別会計 17,575,273 16,334,978 1,240,295 7.6

企業会計
（水道事業会計）

全会計の合計 44,034,483 44,287,502 △ 253,019 △ 0.6

2,251,210 2,874,524 △ 623,314 △ 21.7
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３．主要事業 

 １ エコタウンの推進 

  

早稲田大学や本庄国際リサーチパーク研究推進機構などと連携し、本庄早

稲田の杜エリアを中核エリアとして、自然エネルギーの活用等の先導的な取

り組みを行うとともに、市民・事業者と協働し環境に配慮した活動への支援

などを通じ、５つの施策分野でエコタウンを推進します。 

 

《エネルギー施策》 

○ 住宅用太陽光発電システムの設置に補助   
○ 住宅用高効率給湯器の設置（太陽光と同時）に補助（新規）  20,291 千円  
○ 事業者向け新エネルギー設備・電気自動車用急速充電器  
導入に補助（新規） 

○ 防犯灯のＬＥＤ化に助成（新規） 2,154 千円  
 

《交通施策》 

○ 本庄市交通政策協議会（低炭素社会の実現など）の設置    2,000 千円  
（新規）    

○ 本庄早稲田駅自転車等駐車場の開設（自転車利用の促進）    1,230 千円  
（新規）  

 
 

《環境推進施策》（既存事業含む） 

○ 単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を促進  17,707 千円  
○ 循環型社会の構築に向けたごみの減量化・再資源化等の 16,859 千円  
推進や意識の向上 

○ 元小山川の清流復活活動の促進  641 千円  
 

《食・農施策》（既存事業含む） 

○ 環境保全型農業の支援、有機１００倍運動の推進   2,250 千円  
 

《健康・安全・安心施策》（既存事業含む） 

○ 市民一人１スポーツの振興   
○ ウォーキングマップの作成  12,379 千円  
○ 旭小学校校庭の芝生化    
○ 大気・臭気・水質等の調査による環境保全の推進 3,279 千円  
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 2 公共施設等の再整備 

 

市民プラザ跡地公共施設の建設及び児玉総合支所の建替えに向けて、 

創・省エネルギーを含めた基本設計及び実施設計に取り組みます。 

（完成目標：両施設とも合併１０周年の平成２８年１月） 

 

○ 市民プラザ跡地公共施設建設の基本・実施設計費 23,964 千円 

○ 児玉総合支所建替えの基本・実施設計費  33,903 千円 

 

 ３ 子育て支援の充実 

 
子育て支援サービスの充実や子育てに係る経済的負担軽減の拡充などによ

り子育て支援の強化を図ります。  
 

○ 医療費の全額補助を中学校修了前までに拡充  295,819 千円  
○ 秋平・共和保育所改修工事 148,785 千円  
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（参考 1）一般会計歳入歳出当初予算比較 

 
 

 市税は、震災の影響や景気の低迷はあるものの、企業の一部で回復の兆しが見え始め

たことや、税制改正による年少扶養控除廃止等の影響もあり、全体で、２．０％ １億

9千７８０万9千円増の１０２億9千４５７万６千円を見込みました。 

国庫支出金は、子どものための手当交付金や学校施設環境改善交付金が減少したこと

により、１０．６％ ３億９千１２８万 7 千円減の３３億１２２万 2 千円を見込みま

した。 

 

 

 

 

 

 

平成２４年度
予算額（Ａ）

平成２３年度
予算額（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

構成率
（%）

伸率
（%）

市税 10,294,576 10,096,767 197,809 42.5 2.0

地方譲与税 315,000 315,000 0 1.3 0.0

利子割交付金 14,000 14,000 0 0.1 0.0

配当割交付金 10,000 10,000 0 0.0 0.0

株式等譲渡所得割交付金 4,000 4,000 0 0.0 0.0

地方消費税交付金 730,000 730,000 0 3.0 0.0

ゴルフ場利用税交付金 40,000 42,000 △ 2,000 0.2 △ 4.8

自動車取得税交付金 100,000 98,000 2,000 0.4 2.0

地方特例交付金 49,000 149,000 △ 100,000 0.2 △ 67.1

地方交付税 3,800,000 3,850,000 △ 50,000 15.7 △ 1.3

交通安全対策特別交付金 16,000 17,000 △ 1,000 0.1 △ 5.9

分担金及び負担金 508,873 497,649 11,224 2.1 2.3

使用料及び手数料 248,627 241,533 7,094 1.0 2.9

国庫支出金 3,301,222 3,692,509 △ 391,287 13.6 △ 10.6

県支出金 1,416,128 1,513,890 △ 97,762 5.9 △ 6.5

財産収入 192,252 56,120 136,132 0.8 242.6

寄附金 6,251 6,253 △ 2 0.0 0.0

繰入金 177,207 11,848 165,359 0.8 1,395.7

繰越金 582,000 592,000 △ 10,000 2.4 △ 1.7

諸収入 368,664 425,931 △ 57,267 1.5 △ 13.4

市債 2,034,200 2,714,500 △ 680,300 8.4 △ 25.1

計 24,208,000 25,078,000 △ 870,000 100.0 △ 3.5

一般会計歳入款別当初予算比較
（単位：千円）
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教育費は、学校施設耐震化などの事業を、国の平成２３年度第３次補正予算

の活用により平成２３年度に前倒したことなどにより、 

１７．０％ ４億３千６９８万9千円減の２１億３千７１７万９千円としました。 

本庄早稲田の杜づくり関連事業の減などによる土木費の減などと合わせ、歳出予算全

体では、３．5％ ８億７千万円の減となり２年連続の減額予算としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成２４年度
予算額（Ａ）

平成２３年度
予算額（Ｂ）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

構成率
（%）

伸率
（%）

議会費 259,104 287,078 △ 27,974 1.1 △ 9.7

総務費 3,398,931 3,302,158 96,773 14.0 2.9

民生費 10,026,775 10,032,834 △ 6,059 41.4 △ 0.1

衛生費 1,515,150 1,501,101 14,049 6.3 0.9

労働費 126,362 182,494 △ 56,132 0.5 △ 30.8

農林水産業費 465,601 480,168 △ 14,567 1.9 △ 3.0

商工費 296,499 288,657 7,842 1.2 2.7

土木費 2,723,849 3,103,170 △ 379,321 11.3 △ 12.2

消防費 967,987 1,049,908 △ 81,921 4.0 △ 7.8

教育費 2,137,179 2,574,168 △ 436,989 8.8 △ 17.0

災害復旧費 1 1 0 0.0 0.0

公債費 2,240,562 2,216,354 24,208 9.3 1.1

予備費 50,000 50,000 0 0.2 0.0

諸支出金 0 9,909 △ 9,909 0.0 皆減

計 24,208,000 25,078,000 △ 870,000 100.0 △ 3.5

一般会計目的別歳出当初予算比較

（単位：千円）
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（参考 2） 本庄市特別会計・企業会計当初予算比較 

 

※企業会計（水道事業会計）の予算額は、収益的支出額、資本的支出額の合計額を記載しています。 

 

特別会計は、国民健康保険特別会計や介護保険特別会計において保険給付費

の増加などを見込み、すべての特別会計の合計で、 

７．6％ １２億４千 ２９万５千円増の１７５億７千５２７万３千円としまし

た。 

企業会計の水道事業は、浄水場の膜ろ過施設整備が終了したことなどにより

２１．７％ ６億２千３３１万４千円減の２２億５千１２１万円としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位:千円）

増 減 額 増 減 率 （ ％ ）

（A-B）  Ｃ  （C/B）×100

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 9,358,377 8,609,142 749,235 8.7

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 2,162,512 2,305,613 △ 143,101 △ 6.2

住 宅 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計 6,547 9,122 △ 2,575 △ 28.2

児玉南土地区画整理事業特別会計 254,787 238,449 16,338 6.9

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 150,451 104,406 46,045 44.1

介 護 保 険 特 別 会 計 4,989,074 4,465,176 523,898 11.7

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 653,525 603,070 50,455 8.4

小 計 17,575,273 16,334,978 1,240,295 7.6

水 道 事 業 会 計 2,251,210 2,874,524 △ 623,314 △ 21.7

合 計 19,826,483 19,209,502 616,981 3.2

平成２３年度
予算額 Ｂ

平成２４年度
予算額 Ａ
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（参考３）財政健全化に向けた取り組み 

① 建設事業に係る市債残高の抑制 
資産と負債のバランスを考慮し、過度に将来への負担を押し付けないよう建設事業

にかかる市債は、基本的に元金償還額以内の発行に努めていくこととしました。 
 

 

  

45 44
水道事業

44
44 41

7 7

農業集落

排水事業

7 7 7

100 95
公共下水道

事業

87

87 82

139
131

普通会計

（建設）

124
122

118

66
74

普通会計

（臨財債）

99

100 109

358 351 353 359 357

0

100

200

300

400

20年度 21年度 22年度 23年度

（見込）

24年度

（見込）

（単位：億円）
市全体の市債残高の推移
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② 将来負担比率、実質公債費比率・経常収支比率の改善 
これらの財政指標の改善は、複数年にわたる取り組みにより実現可能となるため、

将来を見据えた予算を編成し、基本的に前々年度（平成２２年度）指標を下回るこ

とを目標としました。 
 

 
 

③  財政調整基金の一定額確保 
財政調整基金の一定額（標準財政規模の１３％から１５％程度）を確保することと

しました。 
 

 

  

（単位：％）

指　　　標 概　　　　　　　要 20年度 21年度 22年度
23年度
（見込）

24年度
（見込）

102.7 102.3 74.9 61.5 54.3

(76.4) (71.7) (59.8) 未定 未定

14.7 14.1 13.5 13.6 13.0

(9.4) (8.9) (8.0) 未定 未定

95.3 93.5 84.7
88.0
以内

88.0
以内

(89.6) (90.5) (88.2) 未定 未定

※　（　　）内は埼玉県市平均

財政指標

経常収支比率
財政構造の弾力性を示すもので、経常的経費
にどの程度経常一般財源が充当されているか
を示す指標

※一般会計等：本市では、一般会計、住宅資金貸付事業特別会計、児玉南土地区画整理事業特別会計が該当します。

一般会計等が抱える実質的な負債の残高（地
方債現在高、退職給付予定額等）が、標準的
な収入に対してどのくらいの割合になるかを
示す指標

実質公債費比率
（３カ年平均）

一般会計等が負担する公債費の割合を示すも
ので、一般会計等の実質的な借入金の返済額
が、標準的な収入に対して、どのくらいの割
合になるかを示す指標

将来負担比率

1,999

1,369

2,409 2,411 2,414

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

（見込）

２４年度

（見込）

財政調整基金残高単位：百万円
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（参考４）政策分野ごとの主な事業 

◆健康福祉分野 

「子どもからお年寄りまで、健やかで安心して暮らせるまち」 

◎子育て支援の強化 

保育所管理事務費 287,510 千円  新規(一部)

6か所の市立保育所の運営や保育所施設の維持管理を行うとともに、秋平・共和保育所の改修工事

や久美塚保育所子育て支援センター新設に伴う設計を実施する。 

 

発達教育支援センター事業 10,548 千円  

発達障害を含む、集団生活の中で支援を必要とする子どもたちに関する相談・支援を実施。保健

・医療・福祉・教育などのサポート機関と連携し、本人やその家族に対する支援や援助を行うと

ともに、地域の支援環境の充実を図る。 

 

児童手当・子どものための手当支給事業 1,381,643 千円  

次代の社会を担う子どもたちの健やかな成長を社会全体で支えるため、中学校修了前までの子ど

もを養育する親等に、子どものための手当を支給する。 

 

子ども医療費支給事業 295,819 千円  拡充 

乳幼児・子どもの健康増進と福祉の向上を図り、家庭の経済的負担を軽減するため、子ども医療

費の支給対象を中学校修了前までに拡充する。 

 

放課後児童対策事業 96,581 千円  

仕事と子育ての両立及び放課後の留守家庭児童の健全育成を支援する。民間14か所（うち2か所

新規） 

 

家庭児童相談事業 3,833 千円  

育児相談、悩み受付、情報紹介、専門機関への取次などを支援。家庭児童相談員３名を配置し面

接・訪問相談を実施する。 

 

児童一時預かり支援事業 1,451 千円  

仕事、急用、保護者の病気等により養育が一時的に困難な場合に、子どもを預けたい人と預かれる

人との連絡・調整を支援するファミリーサポートセンターの運営委託とともに、児童養護施設等へ

のショートステイなどによる支援を行う。 
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つどいの広場運営事業 4,884 千円  

おおむね３歳未満の児童とその保護者を対象に、交流と子育てに関する情報交換の場を提供するこ

とにより、子育て環境の充実を図る。日の出・前原児童センター及び児玉総合支所の３か所で実施

する。 

 

 

◎健康づくりの推進 

成人保健事業 52,431 千円  拡充 

成人の疾病予防のための各種がん検診を実施するとともに、生活習慣病予防対策のため各種講座

・教室・相談等を実施する。大腸がん検診においては個別検診を拡大して実施する。 

 

国民健康保険特別会計 9,358,377 千円  

国民健康保険制度の健全な運営を堅持しながら、国民健康保険加入者が安心して医療を受けられる

保険給付費を計上する。 

 

 

◎医療体制の充実 

救急医療対策事業 53,271 千円  

在宅当番医制事業業務委託、年末年始休日歯科診療業務委託、小児二次救急診療業務負担金、小

児救急医療後方支援病院負担金、病院群輪番制病院運営事業費補助金、休日急患診療所運営事業

費補助金などにより、地域の救急医療体制の充実を図る。 

 

 

◎障害者福祉・地域福祉の推進 

地域福祉計画策定事業 2,950 千円  新規事業 

市民と行政が協働し、地域住民が主体となった地域福祉を実現していくため、地域福祉計画を平

成24年度及び平成25年度の2か年事業として策定する。 

 

障害者地域生活支援事業 116,338 千円  新規(一部)

障害者が住み慣れた地域で安心して自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう相談事

業等を実施しているが、平成24年度からは新たに成年後見人制度を利用する際の補助を加え、障

害者の生活支援の体制強化を図る。 

 

障害者就労支援センター運営委託事業 14,362 千円  

障害者の自立支援を目的として、「本庄地域定住自立圏共生ビジョン」に基づき児玉郡市に在住

する障害者の雇用の機会の拡大を図るととともに、継続的に安心して働き続けられるよう、就労

支援等を一体的に行う。 
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住宅手当緊急特別対策事業 14,192 千円  

国の「住宅手当緊急特別措置事業実施要領」に基づいて就労能力及び就労意欲のある離職者に対

し、就労支援員２名を配置して住宅・就労機会の確保に向けた支援を行う。 

 

生活保護費支給事業 1,469,160 千円  

生活に困窮する市民に対し，その困窮の程度に応じ保護を行い健康で文化的な最低限度の生活を

保障するとともに、自立に向けての支援を行う。 

 

 

◎高齢者福祉の充実 

高齢者在宅自立支援事業 3,876 千円  

高齢者の生活に関与する緊急通報システムの設置、無料入浴や短期入所等のサービスを提供し高

齢者の生活の自立を支援する。 

 

要介護高齢者対策事業 900 千円  

要介護高齢者を対象に、散髪に係る理容・美容サービスを業務委託により提供し、在宅での生活

支援を行う。 

 

介護保険特別会計 4,989,074 千円  

「地域に根ざした介護予防の推進や介護体制の確立」に向けた居宅・施設介護サービス給付事業

等を実施する。 
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◆市民生活分野 

「市民と行政が連携し、ともに地域を支えるまち」 

◎市民との協働によるまちづくりの推進 

施設案内マップ作成事業 525 千円  新規事業 

市の公共施設や避難場所、イベント等の情報を掲載したガイドマップを作成する。転入者等への配

布などにより市の広報を強化していく。 

 

第７次住居表示整備事業 1,182 千円  

児玉南土地区画整理事業の進捗に合わせて住居表示の整備を平成24年度及び平成25年度の2か年

事業として実施し、市民の生活の利便性を図り住みよい居住環境をつくる。 

 

第８次住居表示整備事業 1,190 千円  

本庄早稲田駅周辺土地区画整理事業の進捗に合わせて住居表示の整備を平成24年度及び平成25年

度の２か年事業として実施し、市民の生活の利便性を図り住みよい居住環境をつくる。 

 

 

◎危機管理体制の充実 

防災事業 27,585 千円  新規(一部)

東日本大震災の発生を受け、これまでの想定を超える規模への対応や東日本大震災で明らかになっ

た災害対策等の問題点を考慮し地域防災計画の見直しを行う。 

 

消防施設整備事業 35,595 千円  新規(一部)

災害時に備え、本庄地域、児玉地域に防火水槽を新たに1基ずつ設置し消防力の強化を図る。 

 

 

◎防犯体制の充実 

防犯灯設置等助成事業 17,943 千円  新規(一部)

防犯灯設置に対して補助金を交付することで、夜間における歩行者の安全の確保及び犯罪の防止を

図り安全で安心なまちづくりを推進する。また、省エネの観点から防犯灯の LED 化についても新

たな助成制度を設け推奨していく。 

 

 

◎市民サービスの向上 

市民相談事業 969 千円  拡充 

弁護士及び司法書士による法律相談を月３回から月４回に拡充し、時代に即した市民の高いニーズ

に対応する。 
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◆教育文化分野 

「明日を拓く人を育み、魅力ある文化が育つまち」 

◎創造性と確かな学力を育む教育の推進 

英語教育推進事業 23,100 千円  

中学校及び小学校へ英語指導助手（ＡＬＴ）７名を派遣し、外国語によるコミュニケーション能力

を育成し異文化の理解を深める環境を整えることで、教育現場の充実と人材の育成を図る。 

 

学習サポート事業 7,059 千円  拡充 

３５人以上の学級を複数かかえる学校に、少人数指導やチームミーティングによる指導の推進のた

め配置していた学習支援員を４名から７名に拡充し、更なる教育環境の充実を図る。 

 

特別支援教育推進事業 7,461 千円  新規事業 

特別支援学級に在籍する児童の学習支援や安全管理及び介助等を行う特別支援学級補助員を配置

し、教育環境の充実を図る。 

 

 

◎教育環境の整備 

小学校管理事務費 156,046 千円  

市内１２校の維持管理を行うとともに、旭小学校校庭の芝生化を推進し、教育活動や体育活動の活

発化や防塵対策などを促進する。 

 

小学校施設整備事業 113,501 千円  

体育館補強実施設計（北泉・旭・南・仁手小学校）や本庄東小学校校舎解体工事等を実施し、安全

な教育施設の充実を図る。 

 

本庄東中学校建設事業 62,371 千円  

中学校建設のための特別教室、プール、駐輪場、クラブ棟の解体工事、仮設駐輪場の建設工事等を

実施する。 

 

 

◎生涯学習の活発化 

市民総合大学推進事業 868 千円  

市民総合大学成人者コースや高齢者コースを開催し、生涯学習の促進を図る。 

 

専門講座開催事業 840 千円  

市民に身近な学習機会を提供する「成人教養講座」、情報化時代に対応する「パソコン教室」、外

国人のための「日本語講座」などを開催する。 
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家庭教育支援事業 1,908 千円  

子育て中の親を対象として、「親の学習手引書」、「親子手帳」を活用した学習会を開催し、子育て

世帯の家庭教育を支援する。 

 

図書館サービス事業 15,093 千円  

図書館の蔵書を充実させることにより利用者の多様なニーズに応えるとともに、各小学校やその

他の団体にも団体貸出サービスを推進し、読書に親しむ機会の拡充を図る。 

 

 

◎文化財の保護と活用の推進 

文化財保存啓発事業 8,689 千円  新規(一部)

旧中山道1か所・児玉地域5か所に案内板を設置、旧本庄商業銀行倉庫説明板の設置と当市マスコ

ットキャラクター『はにぽん』のモチーフとなった前の山古墳出土盾持人物埴輪の修復を行う。 

 

 

◎生涯スポーツの促進 

スポーツ・レクリエーション普及事業 5,242 千円  新規(一部)

施設予約システムを導入し、利用者の利便性の向上を図る。また、プロ野球イースタンリーグの

開催実行委員会を助成し、スポーツ・レクリエーションの振興を図る。 

 

若泉運動公園多目的グラウンド管理運営事業 6,490 千円  新規事業 

平成２４年度より新たに運営を開始するフットサルや少年サッカーの試合ができる人工芝の多目

的グラウンドの維持管理を行う。 

 

健康づくり啓発事業 6,541 千円  

市民の健康づくり、元気づくりを支援するため、各種イベント（元旦マラソン・ハイキング・体

調改善運動教室・アクアビクス教室等）を開催する。また、スポレクフェスタ２０１２の開催実

行委員会を助成し「市民一人１スポーツ」の推進を図る。 
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◆経済環境分野 

「地域の価値を高め、活発な産業活動が広がるまち」 

◎農林業の振興 

農業協議会負担事業 3,203 千円  新規(一部)

農業経営の改善及び安定化や自給率の向上などを図ることを目的として、協議会等に負担金及び

補助金を交付する。 

 

元気な農業推進事業 7,751 千円  新規(一部)

新規就農者の確保や農地の集積拡大を推進し、安定的な農業経営体の育成に努めるとともに、環

境負荷を低減した持続可能な農業の推進を図るため補助金を交付する。 

 

遊休農地対策事業 235 千円  

病害虫の発生源となる遊休農地を解消し、経営規模の拡大を目指す認定農業者（担い手）へ農地

を集積するとともに、良好な農業環境の維持増進を図る。 

 

 

◎商業の振興 

商工業振興対策事業 107,099 千円  

企業誘致を促進し地域産業の振興と雇用機会の創出の拡大を図るため、条例に基づき本市立地企

業に対し奨励金を交付する。 

 

商工業振興事務費（商工課・環境産業課合算） 21,964 千円  

商店街と商工業の継続的且つ総合的な発展と振興を図ることを目的として、中心市街地の空き店

舗を利用し営業を開始した事業者に対する補助や、商工業の振興事業を実施する団体への補助を

行う。 

 

 

◎工業の振興 

産業立地促進事業 633 千円  新規事業 

埼玉県・市・市民との協働により、企業立地を促進するために、パンフレット等を作成し積極的

なＰＲ活動を展開する。 

 

 

◎観光・レクリエーションの活発化 

観光協会補助事業 10,400 千円  

本庄市観光協会が行う事業に対する支援を行うことにより、観光の振興を図る。 
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◎勤労者対策の推進と消費者の安全と利益の確保 

消費者相談事業 2,193 千円  拡充 

消費者と業者間での契約トラブルを解決するため消費生活相談員による消費相談を実施する。相

談回数を週２回から週３回へと拡充し、時代に即した市民の高いニーズに対応する。 

 

 

◎環境対策の充実 

環境調査分析事業 3,279 千円  拡充 

市民が良好な居住環境の下で、安全で安心して生活が送れるよう、臭気・大気・水質・ダイオキ

シン類などの環境調査を行い住環境の保全を目指す。 

 

地球温暖化対策事業 20,291 千円  新規(一部)

住宅用太陽光発電システム、住宅用高効率給湯器、事業者向け新エネルギー設備の導入を促進

し、環境に配慮した取り組みを広めていく。 

 

 

◎廃棄物の処理とリサイクル 

生活排水処理施設設置補助事業 17,707 千円  拡充 

既存単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を促進し環境への負荷の軽減を図る。 
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◆都市基盤分野 

「自然と人に優しく、多彩な交流が生まれるまち」 

◎計画的なまちづくり 

都市計画事務費 60,803 千円  新規(一部)

市の都市計画に関する基本的な方針を定めた「本庄市都市計画マスタープラン」を平成23年度及

び平成24年度の２か年で策定する。また、本庄市全域の「本庄市都市計画基本図」を作成する。 

 

耐震計画促進事業 3,000 千円  

本庄市建築物耐震改修促進計画を推進するため、市内の木造既存住宅について耐震診断・耐震改

修を行うものに対し補助金を交付する。 

 

市営住宅管理事業 58,725 千円  

１６団地の維持管理、入退去に伴う内外改修工事、小島第一団地の外壁改修工事及び老朽化した

木造住宅の解体工事等を行う。 

 

 

◎市街地整備 

「本庄早稲田の杜づくり」関連事業 

・本庄早稲田の杜整備事業 

・本庄早稲田駅広場維持管理事業 

・本庄早稲田の杜土地区画整理負担事業 

・本庄早稲田駅自転車等駐車場維持管理事業 

・本庄早稲田の杜埋蔵文化財保存事業 

・公共下水道事業（一部再掲） 

・水道事業（一部再掲） 

 

・5,580 千円 

・8,484 千円 

・94,800 千円 

・1,230 千円 

・19,155 千円 

・101,727 千円 

・102,151 千円 

計 333,127 千円 

 

新規(一部) 

本庄早稲田駅を中心とした、「本庄早稲田の杜づくり」を推進。土地区画整理事業に対する負担金

や本庄早稲田駅自転車等駐車場の維持管理、上下水道の整備など引き続き都市施設の整備を推進

する。 

 

本庄駅北口地区整備事業 3,878 千円  新規(一部)

本庄駅北口の再生と活性化を図るため、ワークショップや高校生イベントを開催し市民との協働

によるまちづくりを推進する。 
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◎道路網の整備と維持管理 

・道路維持管理事業 

・道路改良事業 

・道路舗装事業 

・側溝改良事業 

・街路整備事業 

・橋梁修繕事業 

・115,551 千円 

・191,715 千円 

・78,200 千円 

・89,170 千円 

・91,221 千円 

・20,000 千円 

 

市民生活の利便性、安全性の向上に向け道路等の整備を継続。国の社会資本整備総合交付金など

を効果的かつ積極的に活用し推進する。 

 

 

◎上水道の整備 

水道事業会計 2,251,210 千円  

「本庄市水道ビジョン（H21.3策定）」及び「本庄市水道事業中期経営計画（H22.3策定）」に基

づき、健全な経営を維持しつつ、中央監視室監視制御設備改修工事、児玉浄水場、金屋浄水場、金

屋第一配水場の耐震診断を実施し、安定的に安全・安心な水道水を供給できるよう施設設備の維持

・更新を図る。 

 

 

◎下水道の整備 

公共下水道事業特別会計 2,162,512 千円  

市民が良好な居住環境の下で、安全で快適な生活が送れるよう、公共下水道の整備を計画的に推進

する。 

 

農業集落排水事業特別会計 150,451 千円  

生活環境の向上を図るため、仁手、下仁手、久々宇地区の新規農業集落排水処理施設整備を推進す

るとともに、引き続き都島、田中、宮戸、牧西、滝瀬・堀田の集落排水処理施設の維持管理を行な

う。 

 

 

◎公園緑地の整備と緑化推進 

公園整備事業 122,709 千円  

国の社会資本整備総合交付金などを効果的かつ積極的に活用し、若泉運動公園等の整備工事を行

う。 
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◆行財政経営分野 

「満足度の高い行政サービスを効率的に提供するまち」 

◎効率的・効果的な行政経営の推進 

総合振興計画推進事業 2,745 千円  

本庄市総合振興計画は、基本構想の計画期間を平成 20 年度から平成 29 年度とし、前期基本計画

（平成 20 年度から平成 24 年度）と後期基本計画（平成 25 年度から平成 29 年度）に分けてい

る。この基本構想の実現に向けて後期基本計画を策定する。 

 

 

◎電子自治体の推進 

電子行政サービス推進事業 879 千円  新規事業 

生活に身近な手続き（犬の登録等）を簡易に行えるように、電子申請システムを導入し市民生活の

利便性の向上を図る。 

 

 

◎交通サービスの充実 

交通政策事業 38,051 千円  新規(一部) 

市民のニーズを踏まえた最適な交通手段に向けて調査・研究をするため、交通政策協議会に助成す

るとともに、県の廃止代替貸切バス路線確保対策費補助金等を活用しつつ、引き続きバス路線の運

行を支援する。 

 

 

◎自主性・自立性の高い財政運営の確立 

市民プラザ跡地公共施設建設事業 23,964 千円  新規事業 

東日本大震災の影響を受け、取壊しとなった市民プラザ跡地に、新たな複合的公共施設を建設する

ため、基本設計・実施設計や地質、測量、電波障害等の調査を実施する。 

 

児玉総合支所建設事業 33,903 千円  新規事業 

昭和３６年建築の児玉総合支所建替えのため、既存施設解体設計や基本設計・実施設計、地質、測

量等の調査を実施する。 

 

 


